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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、

⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、

⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  386,978  386,978  2,386  -  -  220,762  155,130  8,700  - - 

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

本
体
分

1 R4 単 ○ ○

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
重点支援給
付金支給事
業【低所得
者世帯給付
金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 155,130 155,130 155,130 

①コロナ禍における物価高騰等の負担感が大きい低所得世帯に
対し、迅速な支援金の給付を行い負担軽減を図る。
②扶助費
③1世帯当たり30,000円×5,171世帯
　＝155,130千円
④R5年度分の住民税均等割非課税世帯

－ － ○ － R5.6 R6.3 対象世帯の90％以上への支給 市ホームページ等で周知

コロナ禍による物価高
騰等の負担感が大き
い低所得世帯の負担
を軽減するため、市内
の令和5年度住民税均
等割非課税世帯に対し
現金給付を行う。

R5補正（地）

所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部

事
務
費

2 R4 単 ○ ○

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
重点支援給
付金支給事
業（事務
費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 8,700 8,700 8,700 

①コロナ禍における物価高騰等の負担感が大きい低所得世帯に
対し、迅速な支援金の給付を行い負担軽減を図るにあたって必
要な事務経費。
②報酬、職員手当等、共済費、需用費、役務費、委託料、使用料
及び賃借料
③事務費総額　8,700千円
　　会計年度任用職員報酬　882千円
　　職員手当等（常勤職員時間外勤務手当）　1,260千円
　　会計年度任用職員期末手当　142千円
　　会計年度任用職員共済費　182千円
　　需用費（消耗品、印刷代）　638千円

－ － － － R5.6 R6.3 対象世帯の90％以上への支給 市ホームページ等で周知 R5補正（地）

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

R
4
予
備

(

R
5
.
3

月
・
5
月
通
知

)

3

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

R
4
予
備

(

R
4

.
9
月
通
知

)

4

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

R
4
補
正
・
R
4
予
備

(

R
4
 
.
4
月
通

知

) 5

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

事
務
費

6

7 R4 単 ○ －
小中学校給
食費補助金

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に

伴う子育て世帯
支援

12,648 12,648 12,648 

①給食費の原材料価格の高騰分（教職員は除く）について補助
することにより、給食費の値上げを抑え、コロナ禍における原油
価格・物価高騰等により影響を受けている保護者の負担が増さ
ないようにする。
②各学校の給食費会計への補助金に充当
③小学校一食当たり15円×2,820人×200日＝8,460千円
　 中学校一食当たり15円×1,396人×200日＝4,188千円
④生活者（保護者）

－ － － － R5.4 R6.3 給食費の値上率0％ 市ホームページ等で周知 R5当初（地）

8 R4 単 ○ －

まちの300
クーポン事
業（重点交
付金活用
分）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え

等を通じた生活
者支援

78,314 78,314 78,314 

①1,000円の買い物に対し、次回から使える300円のクーポン券を
配布し、消費を喚起することにより、コロナ禍における原油価格・
物価高騰等により影響を受けている生活者の支援をする。No.9
事業と同一事業。
②事業を実施する茅野商工会議所への補助金に充当
③総事業費80,700千円のうち78,314千円に重点交付金を充当
　補助金80,700千円
　（内訳）
　 クーポン分 ＠300円×240,000枚＝72,000千円
　 広告宣伝等事務費　8,700千円
④生活者

－ － － － R5.9 R6.3 配布したクーポンの利用率90％ 市ホームページ等で周知 R5補正（地）

9 R4 単 ○ －

まちの300
クーポン事
業（通常交
付金活用分)

○ － ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 2,386 2,386 2,386 

①1,000円の買い物に対し、次回から使える300円のクーポン券を
配布し、消費を喚起することにより、コロナ禍における原油価格・
物価高騰等により影響を受けている生活者の支援をする。No.8
事業と同一事業。
②事業を実施する茅野商工会議所への補助金に充当
③総事業費80,700千円のうち2,386千円に通常交付金を充当
　補助金80,700千円
　（内訳）
　 クーポン分 ＠300円×240,000枚＝72,000千円
　 広告宣伝等事務費　8,700千円
④生活者

－ － － － R5.9 R6.3 配布したクーポンの利用率90％ 市ホームページ等で周知 R5補正（地）

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

国庫補助事業費

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

国庫補助事業費

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 220,762                                                                                                                        

地方単独事業費

155,130                                                                                                                        

155,130                                                                                                                        

国庫補助事業費

-                                                                                                                                

交付金の区分

重
点
交
付
金

通
常
交
付
金

506                                                                                               

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

47,442                                                                                             

-                                                                                                  

47,442                                                                                           

国庫補助事業費

今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

地方単独事業費

地方単独事業費

-                                                                                                                                

担当部局課名

担当者氏名

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

-                                                                                                    

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

交付限度額計

12,928                                                                                             

長野県

茅野市

基金
特定事業者等

支援

1,880                                                                                            

-                                                                                                  

-                                                                                                  

107,688                                                                                            

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

-                                                                                                    
既配分額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

既配分額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

1,880                                                                                               

506                                                                                                 zaisei@city.chino.lg.jp

0266-72-2101（内線164）

交付対象経費

2,386                                                                                                                           地方単独事業費

地方単独事業費

8,700                                                                                            182,302                                                                                            

20214

財政課

-                                                                                                  

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

107,688                                                                                         

種類

-                                                                                                  

-                                                                                                  

-                                                                                                  

配分予定額計 348,518                                                                                         

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

8,700                                                                                            

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

155,130                                                                                         

移替先

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

配分予定額計
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

総務省

Ｂ４

182,302                                                                                         

182,302                                                                                         8,700                                                                                                                           

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 8,700                                                                                                                           

今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

352,746                                                                                            

既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

地方単独事業費

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな

い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補
助
・
単
独

所
管 ⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ３

配分予定額計
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

個人を対象と
した給付金等

2,386                                                                                            

小計　⑤＋⑥

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

2,386                                                                                                                           

-                                                                                                                                

-                                                                                                                                

-                                                                                                                                

-                                                                                                                                

220,762                                                                                                                        

-                                                                                                                                

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

182,302                                                                                         

今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

-                                                                                                  -                                                                                                                                

小計　交付限度額①＋②＋③ 2,386                                                                                               

小計　交付限度額⑨＋⑩

182,302                                                                                         

-                                                                                                  

8,974                                                                                               
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)

事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

小計　⑤＋⑥

小計　⑤＋⑥
国のR4予備費分(通常分)

交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）
-                                                                                                    

今回配分予定額
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

今回配分予定額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

155,130                                                                                            

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

小計　交付限度額⑦＋⑧

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）

3,954                                                                                               

mailto:zaisei@city.chino.lg.jp
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Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、

⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、

⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

交付金の区分

重
点
交
付
金

通
常
交
付
金

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

基金
特定事業者等

支援
種類

Ｂ４

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな

い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補
助
・
単
独

所
管 ⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ３
個人を対象と
した給付金等

10 R4 単 ○ －

私立認定こ
ども園物価
高騰対策支
援金

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支

援

9,000 9,000 9,000 

①コロナ禍おける物価高騰に直面する私立認定こども園に対し、
物価高騰による影響額を補助し、事業の継続を支援する。
②私立認定こども園への補助金に充当
③賄い材料費の物価高騰による影響額を次の計算式で計算
　一食当たり21円×147,380食（647人（5園計）×園ごとの給食提
供日数約228日）＝3,095千円
　 光熱水費の物価高騰による影響額を園毎に次の計算式で計
算
　（令和5年度の光熱水費の決算見込額÷延園児数　-　令和3年
度の光熱水費の決算額÷延園児数）　×　令和5年度の延園児
数
　５園計　5,905千円
玉川どんぐり保育園：R5決算見込額6,486,749円、R5延園児数
2,233人、R3決算額4,820,165円、R3延園児数2,719人
わかば保育園：R5決算見込額6,271,765円、R5延園児数1,937
人、R3決算額6,161,992円、R3延園児数2,562人
よこうち認定こども園：R5決算見込額4,385,176円、R5延園児数
1,765人、R3決算額3,893,233円、R3延園児数1,725人
野あそび保育ささはら：R5決算見込額1,614,864円、R5延園児数
533人、R3決算額1,061,639円、R3延園児数491人
ちのせいぼ幼稚園：R5決算見込額3,849,353円、R5延園児数
1,257人、R3決算額3,110,859円、R3延園児数1,325人

－ － － － R5.9 R6.3
補助対象となる事業者の100％が
活用

市ホームページ等で周知 R5補正（地）

11 R4 単 ○ －
温泉施設物
価高騰対策
支援事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

35,200 35,200 35,200 

①温泉施設を運営する中小企業である指定管理者に対し、コロ
ナ禍におけるエネルギー価格高騰による影響額を補助し、事業
の継続を支援する。
②エネルギー価格高騰による影響額に対する補助金に充当
③エネルギー価格高騰による影響額を、令和5年度の単価とエネ
ルギー価格高騰前の令和3年度の単価との差に使用量をかけて
算出。
4,750千円×6温泉施設+6,700千円×1温泉施設＝35,200千円
④指定管理者（茅野市総合サービス株式会社）

－ － － － R5.9 R6.3 営業継続困難に陥る施設数0 市ホームページ等で周知 R5補正（地）

12 R4 単 ○ －
文化施設物
価高騰対策
支援事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

15,000 15,000 15,000 

①市民館を運営する中小企業である指定管理者に対し、コロナ
禍におけるエネルギー価格高騰による影響額を補助し、事業の
継続を支援する。
②エネルギー価格高騰による影響額に対する補助金に充当
③エネルギー価格高騰による影響額を、令和5年度の単価とエネ
ルギー価格高騰前の令和3年度の単価との差に使用量をかけて
算出。
15,000千円
④指定管理者（株式会社地域文化創造）

－ － － － R5.9 R6.3 営業継続困難に陥る施設数0 市ホームページ等で周知 R5補正（地）

13 R4 単 ○ －

スポーツ施
設物価高騰
対策支援事
業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

11,000 11,000 11,000 

①スケートセンター・ゴルフ練習場・プールを運営する中小企業で
ある指定管理者に対し、コロナ禍におけるエネルギー価格高騰に
よる影響額を補助し、事業の継続を支援する。
②エネルギー価格高騰による影響額に対する補助金に充当
③エネルギー価格高騰による影響額を、令和5年度の単価とエネ
ルギー価格高騰前の令和3年度の単価との差に使用量をかけて
算出。
11,000千円
④指定管理者（株式会社パティネレジャー）

－ － － － R5.9 R6.3 営業継続困難に陥る施設数0 市ホームページ等で周知 R5補正（地）

14 R4 単 ○ －

特別養護老
人施設（地
方公営企
業：一部事
務組合）物
価高騰対策
支援事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支

援

3,600 3,600 3,600 

①市が組織市町村である諏訪中央病院組合（一部事務組合）が
運営する介護老人福祉施設ふれあいの里（地方公営企業法の
財務規程等適用）に対し、コロナ禍におけるエネルギー価格高騰
による影響額を補助し、事業の継続を支援する。
②エネルギー価格高騰による影響額に対する負担金に充当
③エネルギー価格高騰による影響額を、令和5年度の単価とエネ
ルギー価格高騰前の令和3年度の単価との差に使用量をかけて
算出。
3,600千円
④諏訪中央病院組合立介護老人福祉施設ふれあいの里

－ － － － R5.9 R6.3 営業継続困難に陥る施設数0 市ホームページ等で周知 R5補正（地）

15 R4 単 ○ －

公共施設エ
ネルギー価
格高騰対策
事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

長野県は寒冷地であることから、年間を
通じてコロナ禍におけるエネルギー価格
高騰の影響を強く受ける。公共施設を支
援することにより、維持管理費を基に算
定される使用料を値上げすることなく市
民等の利用者の負担増加を防ぐことの
方が、推奨事業メニューより効果的であ
ると考える。

11,000 11,000 11,000 

①長野県は寒冷地であることから、年間を通じてコロナ禍におけ
るエネルギー価格高騰の影響を強く受ける。公共施設を支援す
ることにより、維持管理費を基に算定される使用料を値上げする
ことなく市民等の利用者の負担増加を防ぐ。
②エネルギー価格高騰による燃料費及び光熱水費の上昇分に
充当
③エネルギー価格高騰による上昇分を、令和5年度の単価とエネ
ルギー価格高騰前の令和3年度の単価との差に使用量をかけて
算出。
地区コミュニティセンター200千円×10か所＝2,000千円、ひと・ま
ちプラザ2,000千円、中央公民館1,500千円、八ヶ岳総合博物館
2,500千円、尖石縄文考古館3,000千円
④地区コミュニティセンター10か所、ひと・まちプラザ、中央公民

－ － － － R5.4 R6.3 利用料値上げする施設数0 市ホームページ等で周知 R5当初（地）

16 R4 単 ○ －

学校施設エ
ネルギー価
格高騰対策
事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

長野県は寒冷地であることから、年間を
通じてコロナ禍におけるエネルギー価格
高騰の影響を強く受ける。学校を支援す
ることにより、教育環境の低下を防ぐこと
の方が、推奨事業メニューより効果的で
あると考える。

45,000 45,000 45,000 

①長野県は寒冷地であることから、年間を通じてコロナ禍におけ
るエネルギー価格高騰の影響を強く受ける。学校を支援すること
により、教育環境の低下を防ぐ。
②エネルギー価格高騰による燃料費及び光熱水費の上昇分に
充当
③エネルギー価格高騰による上昇分を、令和5年度の単価とエネ
ルギー価格高騰前の令和3年度の単価との差に使用量をかけて
算出。
小学校　3,000千円×9校＝27,000千円、中学校　4,500千円×4
校＝18,000千円

－ － － － R5.4 R6.3
教育環境低下による体調不良者
数0

市ホームページ等で周知 R5当初（地）


